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5－1　住 宅 ･ 建 設


統計表の編成と基礎資料

この分野は、住宅統計調査の主要結果、建築着工統計調査の主要結果及び公営住宅などの建設状況に関する統計表で編成されている。
基礎資料は、『住宅統計調査結果報告』及び『名古屋市統計年鑑』などであるが、公営住宅の建設状況は、各関係機関の業務統計によっている。
名古屋市の住宅について

本市の住宅は、昭和16年11月に266,770戸を数えたといわれるが、戦災などにより、約13万戸が滅失し、終戦時には136,957戸(世帯数153,370)と半減した。終戦時は世帯数が住宅数を上回っており、しかも、その後海外引揚げ者を始め軍人の復員などにより、市内への人口流入は著しく、家屋は建っても住宅難は一向に緩和されない状況であった。
昭和30年代に入ると、政府は日本住宅公団を昭和30年に設立し、都市に集中する勤労者に対し賃貸住宅を大量に供給して住宅難の解消を図った。本市においても市営住宅を始め、各種の公的住宅が供給された。この30年代以降日本経済は高度成長を遂げたが、住宅不足、過密居住など住宅問題は依然として深刻な問題であった。昭和43年調査では、全国でも名古屋市でも、初めて住宅数が世帯数を上回り、住宅の量的充足は一応達成されたが、良好な住宅に住みたいという市民の願いは強く、その後は、住宅の質的向上が課題になっている。
昭和40年代後半に入ると、新設住宅数は昭和47年をピークに減少し、48年の第1次石油危機の影響で、49年には住宅建設数が急減した。その後、50年代には新設住宅数は概ね2万戸台で推移したが、62年には38,000戸台に急増し、戦後2番目の高水準にある。
住宅統計調査(指定統計第14号)

この調査は、総務庁統計局所管による指定統計第14号として昭和23年以来5年毎に実施されている。日本の住宅に関する最も基礎的な統計調査であるが、その目的は、住宅及びその居住世帯についての実態を把握して、住宅状況及び住宅事情の推移を明らかにするとともに、住宅の敷地についてもその状況を把握することにより、住宅関係諸施策の基礎資料を得ることである。最近では昭和63年に第9回目の調査が実施されたが、この調査では、昭和60年国勢調査調査区の中から選定された約3,300の調査地域(全国では約14万8千地域)について標本調査が行われた。
この調査の対象は、住宅(人が居住していないものを含む)及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに居住する世帯である。この調査での住宅とは、普通の一戸建てのほか、アパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができるように建築又は改造されたものをいう。
建築着工統計調査(指定統計第32号)

この調査は、建設省所管により指定統計第32号として、全国における建築物の毎月間における建設の着工状態を明らかにし、建築行政及び住宅行政に関する基礎資料を得るため実施されている。
この調査は、建築着工統計調査、住宅着工統計調査、補正調査の3種類の調査から構成されており、建築着工統計調査は、建築基準法の規定による建築工事届の行われた建築物について調査し、住宅着工統計調査は、同建築物のうち住宅を対象に調査するものである。届出のあった建築物についての悉皆調査である。また、これらを補完するため無作為抽出による補正調査が行われている。
住宅統計調査が一定の時点の住宅数を調べるのに対し、この調査では、一定の期間の建築状況を調べることに特徴がある。
